
県土整備部

県土整備政策課

Ⅰ 土木総務費

１

技術調査課

Ⅰ 土木総務費

１

する実勢価格を調査した。

２

テム運用事業 し、効率的な情報共有や活用を行う情報共有システム等の運用管理を行った。

３

化事業 上を図った。

検査・技術支援課

Ⅰ 土木総務費

１

とした研修会を開催した。

２

及びドローンの活用事業 ーンを活用するとともに、人材育成を行った。

用地対策課

Ⅰ 土地利用対策費

１

の一部を負担するとともに成果の認証を行った。

（ 予 算 額 ） （ 決 算 額 ）

県土整備関係企画事務事 9,699 8,193 県土整備部における政策調整業務の推進に要する事務費を執行した。

県内建設業界の競争力強 4,511 3,987 公共事業の品質を確保し、良質な社会資本を整備するため、県内建設業界の技術力の向

技術力等向上支援事業 8,367 6,285 公共事業の品質を確保し、良質な社会資本を整備するため、職員の技術力等向上を目的

業

積算単価調査委託事業 65,230 65,230 公共事業の工事費積算に用いる単価の中で、市販の物価誌に掲載されていないものに対

公共工事等統合支援シス 159,119 158,062 インターネット上で入札手続きを行う電子入札システムや公共事業の各種情報を電子化

翌年度繰越額

267,264

災害時における人工衛星 4,502 4,037 災害発生時、崩土等被災状況を少ない人員で効率的に把握するため、人工衛星及びドロ

地籍調査事業 1,278,473 1,011,209 土地における地籍の明確化を図るため、地籍調査事業を実施する市町村に対し、事業費
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和歌山市 着手Ｈ10

海南市

橋本市 着手Ｓ59

有田市 着手Ｈ6 　完了Ｒ3

御坊市 着手Ｈ11

田辺市 着手Ｓ62

新宮市 着手Ｈ10

紀の川市 着手Ｈ1 　完了Ｒ5

岩出市 着手Ｈ3 　完了Ｈ26

紀美野町 着手Ｓ56

かつらぎ町 着手Ｈ1 　完了Ｒ5

九度山町 着手Ｓ60  完了Ｒ6

高野町 着手Ｈ9

湯浅町 着手Ｈ12　完了Ｒ5

広川町 着手Ｈ2 　完了Ｒ2

有田川町

美浜町 着手Ｈ9 　完了Ｒ1

日高町 着手Ｈ5 　完了Ｈ21

由良町 着手Ｈ7 　完了Ｈ27

印南町 着手Ｓ33

みなべ町 着手Ｈ3

日高川町 着手Ｈ6 　完了Ｒ7

白浜町 着手Ｈ8

上富田町 着手Ｈ7 　完了Ｒ7

すさみ町 着手Ｈ12

那智勝浦町 着手Ｈ14

太地町 着手Ｓ56　完了Ｈ3

古座川町 着手Ｈ13　再開Ｈ22

北山村 着手Ｈ12

実　　施 調査対象 7年度 7年度 進捗率 7年度 7年度

192,536

備　　考

市町村名 （ｋ㎡） （ｋ㎡） （ｋ㎡） 事業費 決算額

面積 の実績 までの実績 （％） 市町村

194.64 2.58 49.79 25.6 256,714

着手Ｓ43　完了Ｒ5(※1)

127.95 0.92 59.85 46.8 84,332 63,249

100.93 - 100.08 99.2 - -

41.97 0.35 33.04 78.7 42,032 31,524

33.81 - 33.81 100.0 - -

230.98 0.11 18.50 8.0 15,052 11,289

939.99 5.12 393.20 41.8 277,872 208,404

35.67 - 35.67 100.0 - -

221.47 - 221.47 100.0 - -

148.13 - 148.13 100.0 - -

128.34 1.36 120.36 93.8 68,096 51,072

114.66 4.46 52.26 45.6 194,072 145,554

43.20 - 43.20 100.0 - -

65.13 - 65.13 100.0 - -

20.52 - 20.52 100.0 - -

着手Ｓ60  休止Ｒ6(※2)

12.03 - 12.03 100.0 - -

340.74 - 336.06 98.6 - -

30.57 - 30.57 100.0 - -

46.42 - 46.42 100.0 - -

118.92 0.53 65.76 55.3 49,260 36,945

108.05 1.40 104.76 97.0 43,284 32,463

194.82 0.93 95.44 49.0 29,512 22,134

313.21 1.43 313.21 100.0 6,370 4,778

163.41 0.97 29.29 17.9 38,268 28,701

55.58 1.98 55.58 100.0 81,178 60,884

5.94 - 5.94 100.0 - -

180.28 0.58 11.96 6.6 32,766 24,575

42.59 0.20 5.64 13.2 10,880 8,160

288.49 0.56 11.09 3.8 38,056 28,542
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串本町 着手Ｈ12

指導等事務費

　（前年度繰越分）

１

一部を負担するとともに成果の認証を行った。

和歌山市

御坊市

田辺市

紀美野町

印南町

白浜町

Ⅱ 土木総務費

１

した。

２

市町村名 （ｋ㎡） （ｋ㎡） （ｋ㎡） 事業費

7年度

面積 の実績 までの実績 （％） 市町村 備　　考

実　　施 調査対象 7年度 7年度 進捗率 7年度

6,000

決算額

135.27 0.85 40.84 30.2 72,534 54,401

1,011,209

　　　　　　※1 海南市の地籍調査事業は完了しており、残り0.8％は土地区画整理事業等の完了をもって進捗率100％となる。

　　　　　　※2 有田川町の地籍調査事業は、1.4％を残し、休止となる。

地籍調査事業 317,261 317,261 土地における地籍の明確化を図るため、地籍調査事業を実施する市町に対し、事業費の

計 4,483.71 24.33 2,559.60 57.1 1,340,278

実　　施 6年度繰越 6年度繰越 6年度繰越

実績 市町村 備　考

市町村名 （ｋ㎡） 事業費 決算額

0.62 76,660 57,495

0.65 7,400 5,550

1.41 96,176 72,132

0.63 65,664 49,248

2.07 95,610 71,708

土地収用事業 5,977 1,833 土地収用法に基づく事業認定の申請及び裁決申請に伴う調査を行い、収用委員会を開催

用地処理事業 73,468 72,735 公共事業の施行に伴う用地取得に係る事務指導、連絡調整等を行った。

1.64 81,504 61,128

計 7.02 423,014 317,261
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道路政策課

Ⅰ 道路橋りよう総務費

１

　（前年度繰越分）

１

Ⅱ 道路新設改良費

１

て、事業費の一部を負担し、道路整備を促進した。

道路保全課

Ⅰ 道路維持費

１

て、歩道、ガードレール、標識、区画線等の整備を行った。

国道424号外

御坊美山線外

沖野々森小手穂線外

２

国道371号外

和歌山打田線外

和歌山海南線外

　（前年度繰越分）

１

震補強や補修、交通安全施設等整備の工事を実施した。

国道371号外

串本古座川線外

道路調査事業 43,011 43,011 公共事業実施予定路線の調査業務や設計業務等を行った。

直轄道路事業負担金事業 7,783,288 7,783,287 一般国道24号、42号、169号及び近畿自動車道紀勢線の国土交通省直轄施行事業におい

道路調査事業 171,870 64,144 公共事業実施予定路線の調査業務や設計業務等を行った。

翌年度繰越額

105,011

交通安全施設等整備事業 300,000 150,600 交通事故が多発している道路、その他特に交通の安全を確保する必要がある道路につい

翌年度繰越額

149,400 ・ 一 般 国 道 ８箇所 19,140

道路保全事業 13,854,682 6,789,686 地域住民の日常生活の安全性及び利便性の向上を図るため、道路の災害防除、橋梁の耐

翌年度繰越額 震補強や補修、交通安全施設等整備の工事を実施した。

・主要地方道 30箇所 59,282

・ 一 般 県 道 20箇所 72,178

・ 一 般 県 道 60箇所 2,028,629

道路保全事業 7,462,619 7,462,619 地域住民の日常生活の安全性及び利便性の向上を図るため、道路の災害防除、橋梁の耐

7,064,995 ・ 一 般 国 道 74箇所 2,323,638

・主要地方道 75箇所 2,437,419

・ 一 般 国 道 61箇所 3,016,409

・主要地方道 65箇所 2,442,787
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和歌山海南線外

道路建設課

Ⅰ 土地改良費

１

　（前年度繰越分）

１

Ⅱ 道路新設改良費

１

備事業

２

備事業 備及び小規模道路改良を実施した。

３

事業

県営農道整備事業 136,500 69,992 農業の近代化を図るため、広域農道の整備を実施した。

翌年度繰越額 地　区　名 市町村名 金　額

66,508 紀の里 紀の川市 69,992

・ 一 般 県 道 47箇所 2,003,423

紀の里 紀の川市 10,400

公共事業道路橋りよう整 14,680,894 9,200,894 一般国道168号等23箇所、県道二見御幸辻停車場線等41箇所の改良工事を実施した。

県営農道整備事業 10,400 10,400 農業の近代化を図るため、広域農道の整備を実施した。

地　区　名 市町村名 金　額

道路改良 62 8,891,094

計 64 9,200,894

翌年度繰越額 事　業　名 箇所 金　額

5,480,000 国道改良 2 309,800

単独事業道路橋りよう整 2,723,130 1,881,370 県道山田御幸辻停車場線をはじめ92箇所について、地方特定道路整備、半島振興道路整

翌年度繰越額

841,760 事　業　名 箇所 金　額

小規模道路改良 55 1,077,760

計 92 1,881,370

地方特定道路整備 31 648,110

半島振興道路整備 6 155,500

サイクリングロード整備 88,200 26,310 県内におけるサイクリングロードの整備を行った。

翌年度繰越額

61,890
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　（前年度繰越分）

１

備事業

２

備事業 備及び小規模道路改良を実施した。

３

事業

Ⅲ 街路事業費

１

２

路）事業

　（前年度繰越分）

１

公共事業道路橋りよう整 8,144,613 8,144,613 一般国道168号等21箇所、県道二見御幸辻停車場線等38箇所の改良工事を実施した。

事　業　名 箇所 金　額

単独事業道路橋りよう整 1,130,630 1,130,630 県道山田御幸辻停車場線をはじめ83箇所について、地方特定道路整備、半島振興道路整

国道改良 2 623,600

道路改良 57 7,521,013

事　業　名 箇所 金　額

地方特定道路整備 26 493,720

計 59 8,144,613

計 83 1,130,630

サイクリングロード整備 58,190 58,190 県内におけるサイクリングロードの整備を行った。

半島振興道路整備 5 61,000

小規模道路改良 52 575,910

公共街路事業 1,725,462 1,162,765 都市計画事業として、主要幹線街路の改良等を実施した。

翌年度繰越額 都市名 路　線　名 箇所 金　額

新宮市 千穂王子ヶ浜線 1 111,400

計 4 1,162,765

562,697 海南市 岡田大野中線外 2 871,400

田辺市 文里湾横断道路 1 179,965

地方特定道路整備（街 200,000 125,100 都市計画事業として、主要幹線街路の改良等を実施した。

翌年度繰越額 都市名 路　線　名 箇所 金　額

74,900 海南市 岡田大野中線外 2 96,300

田辺市 文里湾横断道路 1 8,800

計 4 125,100

公共街路事業 404,500 404,500 都市計画事業として、主要幹線街路の改良等を実施した。

新宮市 千穂王子ヶ浜線 1 20,000
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２

路）事業

河川課

Ⅰ 河川総務費

１

Ⅱ 河川改良費

１

事業 納付し、河川の整備を促進した。

２

３

　（前年度繰越分）

１

２

田辺市 文里湾横断道路 1 189,600

都市名 路　線　名 箇所 金　額

都市名 路　線　名 箇所 金　額

海南市 岡田大野中線外 2 73,400

地方特定道路整備（街 130,200 130,200 都市計画事業として、主要幹線街路の改良等を実施した。

都市名 路　線　名 箇所 金　額

新宮市 千穂王子ヶ浜線 1 141,500

計 4 404,500

田辺市 文里湾横断道路 1 104,900

新宮市 千穂王子ヶ浜線 1 7,300

海南市 岡田大野中線外 2 18,000

直轄河川関係事業負担金 939,807 939,806 一級河川紀の川、熊野川の河川改修事業等、国が直轄で実施する事業について負担金を

堤防改修事業 600,000 448,189 二級河川左向谷川をはじめ22河川で局部的な改修工事を実施した。

計 4 130,200

河川管理事業 135,883 133,779 河川の適正な管理及び河川愛護思想の高揚を図るため、各種事業を実施した。

翌年度繰越額

9,774,809

堤防改修事業 193,290 193,290 二級河川加茂川をはじめ19河川で局部的な改修工事を実施した。

翌年度繰越額

151,811

河川整備事業 12,304,508 2,529,699 二級河川亀の川をはじめ34河川で防災・減災対策を目的とした河川整備を実施した。

河川整備事業 9,460,608 9,371,719 防災・減災対策を目的とした河川整備を実施した。
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砂防課

Ⅰ 砂防費

１

２

り対策事業を実施した。また、土砂災害のおそれのある区域について、警戒避難体制の

整備や建築物の構造規制等のソフト対策を推進するための土砂災害警戒区域等の指定を

実施した。

３

４

啓発推進事業 で発表した。また、地域住民等を対象に研修等啓発活動を実施した。

５

て負担金を納付し、砂防事業を促進した。

　（前年度繰越分）

１

２

で地すべり対策事業を実施した。また、土砂災害のおそれのある区域について、警戒避

難体制の整備や建築物の構造規制等のソフト対策を推進するための土砂災害警戒区域等

の指定を実施した。

３

下水道課

Ⅰ 環境対策費

１

・27市町村　　　1,441基

急傾斜地崩壊対策事業 2,572,695 757,904 梅ノ木地区（新宮市）外54箇所で急傾斜地崩壊対策事業を実施した。

翌年度繰越額

1,814,791

小規模土砂災害対策事業 297,000 259,280 重根２地区（海南市）外64箇所で小規模土砂災害対策事業を実施した。

翌年度繰越額

37,720

砂防事業 6,050,183 2,014,253 樮川（印南町）外96渓流で通常砂防事業を、上古沢地区（九度山町）外14箇所で地すべ

翌年度繰越額

4,035,930

急傾斜地崩壊対策事業 2,492,770 2,492,770 大西１地区（田辺市）外47箇所で急傾斜地崩壊対策事業を実施した。

砂防事業 4,532,576 4,530,334 更谷谷川（かつらぎ町）外90渓流で通常砂防事業を、上古沢地区（九度山町）外15箇所

大規模土砂災害対策研究 18,372 16,458 国や研究機関の指導を受けながら土砂災害に関する調査研究を行い、研究成果を学会等

直轄砂防事業負担金事業 324,266 324,266 三越川（田辺市）、那智川（那智勝浦町）等において、国が直轄で実施する事業につい

小規模土砂災害対策事業 38,760 38,760 東山谷川（九度山町）外28箇所で小規模土砂災害対策事業を実施した。

浄化槽設置整備事業 245,150 175,474 河川等の水質汚濁防止のため、浄化槽設置整備事業を行う市町村へ助成した。
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Ⅱ 下水道事業費

１

金事業 を交付した。

都市政策課

Ⅰ 建築指導費

１

２

　（前年度繰越分）

１

Ⅱ 都市計画総務費

１

２

業 った。

３

理事業

４

業

５

事業

６

事業

Ⅲ 公園費

１

下水道事業促進整備交付 68,269 68,072 公共下水道の整備促進を図るため、公共下水道事業を実施した４市５町に対し、交付金

開発・宅地造成指導事業 1,810 1,021 開発許可及び宅地造成許可に関する連絡調整と権限移譲に伴う技術指導を行った。

盛土等規制対策事業 5,138 5,138 和歌山県盛土等管理システムの改良を実施した。

盛土等規制対策事業 152,320 141,219 盛土規制法の円滑な運用に必要な体制を構築し、適正な法運用及び和歌山県盛土等管理

システムの運用管理を行った。

都市公園維持運営管理事 134,585 134,585 紀の国はまゆうを指定管理者として、紀三井寺公園及び県営相撲競技場の管理運営を行

向けた基本方針及び区域マスタープランの作成等を実施するとともに都市計画審議会の

運営等を行った。

都市計画推進事業 63,313 61,776 串本町外における都市計画基礎調査を実施した。また、都市計画マスタープラン改定に

河西緩衝緑地維持運営管 177,270 177,270 （公財）和歌山県スポーツ振興財団を指定管理者として、河西緩衝緑地（河西公園、湊

緑地、松江緑地、西松江緑地、東松江緑地）の管理運営を行った。

和歌公園維持運営管理事 81,882 81,882 紀の国はまゆうを指定管理者として、和歌公園の管理運営を行った。

公園整備事業 645,508 387,629 県管理の都市公園及び公園施設について、長寿命化及び老朽化対策を行った。

橋本体育館維持運営管理 100,960 100,960 橋本市を指定管理者として、県立橋本体育館の管理運営を行った。

県民水泳場維持運営管理 239,370 239,370 ＴＳＡグループを指定管理者として、秋葉山公園県民水泳場の管理運営を行った。

翌年度繰越額

254,977
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　（前年度繰越分）

１

建築住宅課

Ⅰ 建築指導費

１

事業 る財政負担額の一部を助成した。

・償還推進助成　７市町１組合

２

また、建築士法に基づき建築士及び建築士事務所の指導、監督を行った。

〔建築物の確認受付件数〕

３

業 者等が自由に行動できる福祉のまちづくりの推進を図った。

４

所有者に対して、耐震診断士の派遣や、耐震性が劣る住宅に係る補強設計及び耐震改修

への補助を実施した市町村に対して支援した。

５

談会の開催やワンストップ相談窓口の設置など、空き家の状態に応じた対策の促進を図

った。

６

規制・指導等を行うことにより、購入者等の利益の保護と宅地建物取引業の健全な発展

を図った。

住宅新築資金等貸付助成 36,492 28,566 国の補助により住宅新築資金等貸付事業を実施した市町等に対し、事業実施に伴い生じ

建築行政指導事業 8,731 7,181 建築基準法による建築物の確認及び完了検査並びに違反建築物の是正、指導等を行った。

公園整備事業 488,600 488,600 県管理の都市公園及び公園施設について、長寿命化及び老朽化対策を行った。

那賀振興局 13 16

伊都振興局 26 3

管　　轄 令和6年度 令和7年度

本庁（海南・海草） 18 11

西牟婁振興局 169 150

東牟婁振興局串本建設部 18 13

有田振興局 53 36

日高振興局 45 51

福祉のまちづくり推進事 1,227 1,051 福祉のまちづくり条例に基づき、公共施設等のバリアフリー化を促進し、障害者や高齢

住宅耐震化促進事業 370,970 216,116 昭和56年５月31日以前（木造については平成12年５月31日以前）に建築された住宅等の

東牟婁振興局新宮建設部 94 62

計 436 342

宅地建物取引業指導事業 2,387 2,017 宅地建物取引業者に対する免許、宅地建物取引士の登録事務等を行うとともに、必要な

翌年度繰越額

130,058

空き家対策の促進事業 13,880 7,161 和歌山県内における空家等に関する相談体制を整備・充実させるため、地域毎の定期相
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７

耐震診断、耐震補強設計及び耐震改修工事等への補助を実施し耐震化を支援した。

　（前年度繰越分）

１

所有者に対して、耐震性が劣る住宅に係る補強設計及び耐震改修への補助を実施した町

に対して支援した。

２

耐震診断、耐震補強設計及び耐震改修工事等への補助を実施し耐震化を支援した。

Ⅱ 住宅管理費

１

草振興局・那賀振興局・伊都振興局・有田振興局の管内分については、管理代行及び業

〔県営住宅管理状況〕　　　　　　　　　　　　　　　（令和８年３月31日現在）

Ⅲ 住宅建設費

１

　（前年度繰越分）

１

緊急輸送道路沿道建築物 17,562 2,816 緊急輸送道路沿道建築物として耐震診断が義務化された対象建築物の所有者に対して、

昭和56年５月31日以前（木造については平成12年５月31日以前）に建築された住宅等の

緊急輸送道路沿道建築物 23,593 7,260 緊急輸送道路沿道建築物として耐震診断が義務化された対象建築物の所有者に対して、

耐震化支援事業

耐震化支援事業 翌年度繰越額

14,746

住宅耐震化促進事業 75,246 74,913

計

和歌山県住宅供給公社 39 3,877 34 3,911

公営住宅管理事業 750,220 738,198 県営住宅等の修繕工事、維持管理、家賃の徴収事務及び入居募集等を行った。また、海

務委託により和歌山県住宅供給公社に管理を行わせた。

管　　轄 団地数
戸　　　数

公　営 その他

日高振興局建設部 4 180 - 180

西牟婁振興局建設部 15 653 - 653

東牟婁振興局串本建設部 3 80 - 80

東牟婁振興局新宮建設部 6 288 - 288

翌年度繰越額

1,369,430

公営住宅建設事業 138,733 138,732 県営住宅宮前駅前団地の外部改修工事等を行った。

計 67 5,078 34 5,112

公営住宅建設事業 1,798,572 429,142 県営住宅ニューかわなが団地５号棟の外部改修工事等を行った。
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公共建築課

Ⅰ 建築指導費

１

築物の営繕工事を施行した。

港湾空港振興課

Ⅰ 港湾管理費

１

業

Ⅱ 空港管理費

１

２

３

４

　（前年度繰越分）

１

港湾漁港整備課

Ⅰ 漁港建設費

１

熊野白浜リゾート空港の空港機能を確保するため、滑走路改良工事や滑走路端安全区域

（ＲＥＳＡ）整備等を実施した。

クルーズ客船寄港促進事 19,410 16,468 国内外のクルーズ客船の寄港促進を図るため、クルーズ船社等へ誘致活動を実施した。

熊野白浜リゾート空港管 286,364 285,907 滑走路等空港機能の安全性確保を図るため、適正で効率的な空港の管理を実施した。

営繕工事施行事業 682 682 環境に配慮し、災害に強く、利用者満足度の高い施設の整備を目的に、一元的に県有建

用促進事業 翌年度繰越額

35,638

理事業

国際便受入機能強化事業 13,552 13,551 熊野白浜リゾート空港のターミナルビル既存設備改修工事を実施した。

熊野白浜リゾート空港利 136,442 77,523 国内線の利用促進及び国際線誘致並びに滑走路延伸に係る検討等を実施した。

空港整備事業 880,300 609,737 熊野白浜リゾート空港の空港機能を確保するため、滑走路改良工事や滑走路端安全区域

翌年度繰越額 （ＲＥＳＡ）整備等を実施した。

270,563

空港整備事業 343,589 343,589

翌年度繰越額 津波対策及び老朽化対策を実施した。

1,792,845

漁港施設整備事業 2,547,735 754,890 和歌浦漁港外11港（県営）及び田杭漁港外５港（市町営）において漁港施設の耐震、耐
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２

　（前年度繰越分）

１

２

Ⅱ 海岸保全費

１

　（前年度繰越分）

１

Ⅲ 港湾管理費

１

実施した。

２

　（前年度繰越分）

１

実施した。

２

漁港海岸整備事業 55,330 29,117 田辺漁港海岸外１海岸（県営）において海岸保全施設の耐震対策、高潮対策及び老朽化

津波対策及び老朽化対策を実施した。

漁港海岸整備事業 49,455 49,455 田辺漁港海岸外１海岸（県営）及び箕島漁港海岸（市営）において海岸保全施設の耐震

対策、高潮対策及び老朽化対策を実施した。

翌年度繰越額 対策を実施した。

26,213

漁港施設整備事業 1,727,021 1,727,021 和歌浦漁港外12港（県営）及び田杭漁港外５港（市町営）において漁港施設の耐震、耐

490,200

海岸整備（海岸）事業 539,100 539,100 海岸の高潮対策事業、侵食対策事業、老朽化対策事業及び津波・高潮危機管理対策緊急

事業を那智勝浦海岸外５海岸で実施した。

海岸整備（海岸）事業 832,870 342,670 海岸の高潮対策事業、侵食対策事業、老朽化対策事業及び海岸耐震対策緊急事業を那智

翌年度繰越額 勝浦海岸外４海岸で実施した。

海岸修繕事業 239,096 60,596 海岸保全施設の維持及び海岸利用者の安全を確保するための事業を実施した。

翌年度繰越額

178,500

港湾修繕事業 109,180 57,580 港湾における維持修繕、環境保全及び事故防止対策並びに利用調整等の小規模な改良を

翌年度繰越額

51,600

港湾修繕事業 24,200 24,200 港湾における維持修繕、環境保全及び事故防止対策並びに利用調整等の小規模な改良を

海岸修繕事業 124,700 124,700 海岸保全施設の維持及び海岸利用者の安全を確保するための事業を実施した。
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Ⅳ 港湾建設費

１

金事業

２

した。

３

　（前年度繰越分）

１

した。

２

翌年度繰越額

1,612,200

海岸整備（港湾）事業 1,529,692 278,992 海岸の高潮対策事業、老朽化対策事業及び海岸耐震対策緊急事業を和歌山下津港海岸外

直轄港湾・海岸事業負担 1,215,609 1,205,365 和歌山下津港、日高港の国直轄港湾、和歌山下津港の国直轄海岸整備事業について負担

金を納付し、港湾施設及び海岸保全施設の整備を促進した。

港湾施設整備事業 2,695,970 1,083,770 港湾施設を建設改良し、港湾機能を充実させるための事業を和歌山下津港外５港で実施

海岸整備（港湾）事業 1,442,400 1,442,400 海岸の高潮対策事業、老朽化対策事業及び津波・高潮危機管理対策緊急事業を和歌山下

津港海岸外３海岸で実施した。

翌年度繰越額 ６海岸で実施した。

1,250,700

港湾施設整備事業 1,617,500 1,617,500 港湾施設を建設改良し、港湾機能を充実させるための事業を和歌山下津港外５港で実施
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